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○×式確認問題 

【問題】 

 

＊ 解答をするときは、必ずどこで判断したかを、下線を引くなどして明確にチェックを入れ

て、正誤判断をすること。不明なところは？マークを入れておくと後から復習しやすい。  

 

１  宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が、乙県内に新たに支店を設置して宅地建物取

引業を営んでいる場合において、免許換えの申請を怠っていることが判明したときは、

Ａは、甲県知事から業務停止処分を受けることがある。 

 

 

２  乙県知事は、乙県の区域内における宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）の業務に関  

し、指示処分をした場合、その旨を甲県知事に通知する必要まではない。 

 

 

３  宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が、乙県の区域内の業務に関し乙県知事から指  

示を受けた場合、甲県に備えられる宅地建物取引業者名簿には、その指示の年月日は記 

載されるが、その内容までは記載されない。 

 

 

４  宅地建物取引士が刑法第211条（業務上過失傷害）の罪を犯し、罰金の刑に処せられた場

合、当該宅地建物取引士は、その登録を消除される。 

 

 

５  宅地建物取引士としてすべき事務の禁止処分を受けたＡ(甲県知事登録)が、その処分期間

中に、乙県内で重要事項の説明をした場合、Ａは乙県知事から登録を消除される場合がある。 

 

 

６  宅地建物取引士が、重要事項の説明以外において取引の関係者から請求があったにも関わ

らず、宅地建物取引士証を提示しなかったときは、その情状により、10万円以下の過料に処

せられることがある。 

 

 

 


